
様式４

 １．  業務名

 ２． 所属事務所 北陸地方整備局

 ３． 方式 簡易公募型プロポーザル方式

 ４． 技術提案書の提出要請日又は選定通知日

 ５． 公示日

 ６． 特定通知日

特定の有無

○

港湾施設等の維持管理に係る技術情報提供業務

令和7年5月13日

令和7年6月2日

一般財団法人沿岸技
術研究センター

プロポーザル方式における特定結果書

技術提案書提出者

令和7年7月3日

特 定 さ れ な か っ た 理 由



１．業務名 港湾施設等の維持管理に係る技術情報提供業務

２．所属事務所 北陸地方整備局

３．方式 簡易公募型プロポーザル方式

４．技術提案書の提出要請日又は選定通知日

令和7年6月2日

５．特定通知日 令和7年7月3日

評価点

資
格

要
件

技
術
者

資
格

技術者資格等、その専門分野の内容 8 7.0

業
務

実
績

平成２７年４月１日から本業務の公示日までの同種又は類似業務の実績の内容 12 12.0

業
務

成
績

令和２年度から令和５年度までに完了した請負業務成績評定点（技術者評定点）の平均点 25 22.5

優
良

表
彰

令和２年度から令和５年度までに完了した建設コンサルタント等業務に係る優良技術者表彰
令和３年度から令和６年度に受賞した災害対策関係功労者表彰又は災害活動への感謝状　又は
令和３年度から令和６年度に受賞した海外インフラプロジェクト表彰

5 －

50 41.5

目的、条件、内容の理解度が高い場合に優位に評価する。 20 20.0

業務実施手順を示す実施フローの妥当性が高い場合に優位に評価する。 10 7.3

業務量の把握状況を示す工程計画の妥当性が高い場合に優位に評価する。 10 7.3

有益な代替案、重要事項の指摘事項がある場合に優位に評価する。 10 6.0

50 40.6

全体
実施方針等を含めた技術提案全体の整合性が高い場合に評価し、矛盾がある等整合性がとれていない
場合は評価しない。 20 14.7

現場実習において、多くの参加者に対し効率的・効果的に技術指導を行う方法が具体的に記述
されている場合に優位に評価する。 10 10.0

着眼点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理されており、本業務を遂行するにあたって有効
性が高い場合に優位に評価する。 10 8.7

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。 10 10.0

提案内容を裏付ける類似実績などが明示されている場合に優位に評価する。 10 6.0

検討を行うにあたり、必要な情報の選定方法や維持管理担当者の意向を反映するための検討方
針について具体的に記述されている場合に優位に評価する。 10 8.7

着眼点、問題点、解決方法等が適切かつ論理的に整理されており、本業務を遂行するにあたって有効
性が高い場合に優位に評価する。 10 7.3

提案内容に説得力がある場合に優位に評価する。 10 8.7

提案内容を裏付ける実績などが明示されている場合に優位に評価する。 10 6.0

100 80.1

200 162.2

提示した業務規模と大きくかけ離れている場合には特定しない。 ○or× ○

上記の評価表における業者名は特定業者名以外は匿名。

プロポーザル評価表

一般財団法人沿岸技術研究センター

技術評価の配点合計(200点満点)
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